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近年，河道のALB計測や3次元管内図の整備等が実施され，河川維持管理分野におけるCIMの利用が推進

されている．既往事例として，堤体の変状評価や河川CIMモデルの作成に関する研究は多くあるが，水面

下を含めた河道や河川管理施設に着目した現場での活用事例は少ない．本研究では，河道管理に関する

CIM活用事例として，既往の2次元図面やRiMaDIS（河川維持管理データベース）の変状記録を反映したCIM

モデルを作成し，側方侵食に対する安全性評価（護岸の必要性検討）や2時期のALB計測データによる洗堀

箇所の抽出，河床変動状況に着目した低水護岸基礎の安定検討を行った．また，検討地点の経年変化を

RiMaDISで確認し，現地状況を踏まえた評価を実施し，予防保全型の維持管理手法を提案した． 
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１． はじめに 

 

平成30年4月に河川定期縦横断測量業務 実施要領・同

解説1)へ，令和2年3月には公共測量 作業規定の準則へ3

次元点群測量に関する記載が追加され，全国的に河道の

3次元点群データの取得が進められている．また，河川

分野におけるCIM活用に向けたDX施策として，3次元管

内図の整備が進められ2)，荒川下流事務所では令和3年6

月に全国で初めて一般公開されている3)． 

航空レーザ測深（Airborne Laser Bathymetry）により取

得される3次元点群データ（以下，ALB計測データとす

る）を用いる利点として，視認できない水部を含めた面

的な地形状況を把握できることが挙げられる2)が，参考

文献4), 5), 6), 7)は堤体の評価や，CIMモデル作成，利用に関

する研究であり，水面下を対象としていない．そこで著

者らは，水面下を含む河道を対象とした河川維持管理に

おける定量的な評価を行うことを目的とした． 

本研究では，先進的に2時期のALB計測データが取得

されている九頭竜川中上流域8)を対象に，2時期の差分モ

デルと低水護岸を反映したCIMモデルを用いた河道管理

の検討事例を示す．なお，モデル作成は福井版CIMモデ

ルの精神9)を踏まえて，省力化の工夫をし，検討対象は

河道の樹木繁茂や土砂堆積ではなく，河道内の河川管理

施設とした．また，既往図面やRiMaDIS（河川維持管理

データベース）の登録情報をCIMモデルに追加し10)，2

時期のALB計測データから面的に侵食・洗堀状況を把握

した上で，側方侵食に対する安全性評価（護岸の必要性

検討）や低水護岸基礎の安定検討を行った． 

 

２． 河道管理検討用CIMモデルの作成 

 

(1) 河川CIMモデルの構築 

表-1にCIMモデル作成の諸条件を示す．河道モデルは

CIM導入ガイドライン（案）11)に示される地形（現況）

モデル，堤防（計画）モデルに準じ，さらに河道管理検

討のため，(2)に示す属性情報を付与した． 

 

表-1 河川CIMモデル作成の諸条件 

項目 内容 

対象範囲 九頭竜川18.0k～31.2k（計測年：H28, R2） 

計測点密度（水域） H28： 3 点/m2,  R2： 4 点/m2 

（陸域） H28：45 点/m2,  R2：16 点/m2 

間引き格子幅 0.5m立方（中央値を使用） 

測地基準系 世界測地系2011/平面直角座標系Ⅵ系 

使用ソフト 
AutoCAD Civil 3D 2020（Autodesk） 
TREND-POINT（福井コンピュータ（株）） 



 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

図-1 距離標杭, 構造物位置, H.W.L. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 堤防防護ライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 工事履歴（平面図） 

 

(2) 属性情報の付与 

基本的な河川の諸元としてa)をCIMモデルに反映し4)，

さらに河道管理検討のため，b)～g)を追加した．以下に

各種情報の利用方針やデータの作成方法，データ加工の

工夫点を示す． 

a) 距離標杭，構造物位置，H.W.L. 

距離標杭の測量結果および構造物台帳に示される平面

座標値より，最近隣法よりALB計測データの高さを与え，

座標点を登録した．また，距離標位置でのH.W.L.の値か

ら面的にサーフェスモデルを作成した（図-1）． 

b) 堤防防護ライン 

高水敷幅の不足区間を検証するため，管理基図に示さ

れる堤防防護ラインの平面座標値から鉛直方向のサー

フェスを作成し，CIMモデルに反映した（図-2）． 

c) 工事履歴（平面図） 

護岸や根固め工等は覆土等により視認できない場合が

あることから，既設護岸の設置範囲を把握するため，事

務所で整理されている工事履歴の平面図を点群データか

ら作成した地形サーフェスに反映した（図-3）． 

d) 定期縦横断測量結果 

ALB計測データ取得以前の河床変動状況を把握するた

め，既往の定期縦横断測量結果に対して，距離標杭の平 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 定期縦横断測量結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 変状位置（RiMaDIS記録），計画河床高 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 低水護岸（サーフェスモデル） 

 

面位置から3次元的な座標を与え，ポリラインを作成し，

距離標毎の河床の経年変化を把握した（図-4）． 

e) 変状位置（RiMaDIS記録） 

RiMaDISに登録された変状にはタブレットのGPS機能

により緯度経度が記録されるため，変状位置に距離標杭

等と同様にALB計測データの高さを付与し，座標点とし

てモデルへ追加した（図-5）．CIMモデルから変状の周

辺地形やH.W.L.との位置関係などを把握し，さらに

RiMaDISには時系列的に変状の状況写真が蓄積されてい

るため，必要に応じて現地の周辺状況を確認した． 

f) 計画河床高 

計画河床高は工事実施基本計画施行時に用いられ，当

時の低水護岸は基礎天端高を計画河床高-1mとして設計

されている場合が多いため，CIMモデルに反映すること

で既設護岸基礎高の推定に用いた．H.W.L.と同様に距離

標毎の値からサーフェスモデルを作成した（図-5）．  

g) 低水護岸 

後述する安定性照査を行う対象護岸について，2次元

図面（平面図，縦断図，横断図）より3次元モデルを作

成した．ただし，厚みのあるモデルとせず，護岸天端法

肩から基礎天端および前面の根固めブロック下面のみを

対象とし，モデル作成の省力化を図った（図-6）． 

根固め工サーフェス 

低水護岸サーフェス 

工事履歴（平面図） 

赤：低水護岸工事，青：根固め工工事 

緑：堤防工事，ピンク：樋門工事 

H.W.L.サーフェス 

距離標杭 
構造物名称 

堤防防護ラインサーフェス 

定期横断測量結果（年代ごとに着色） 

変状位置（RiMaDIS記録） 

計画河床高サーフェス 



 

 

３． 1時期のALB計測データを用いた現況把握手法 

 

近年，多くの一級河川でALBによる定期縦横断測量が

実施され始めているため，3次元管内図の活用にもつな

がるよう1時期のALB計測データを用いたCIMモデルに

よる現況把握方法と河道管理における活用例を整理した． 

 

(1) 洗堀・堆積箇所の把握 

河川は上流へ向かって標高が高くなるため，点群デー

タの高さ関係の把握によく利用される標高段彩図では標

高の差異が読み取りにくい．これに対して，ALB計測で

は水面の標高が同時に得られていることから，測量時水

位のサーフェスモデルを作成し，地形高との差分量をコ

ンター表示することで，図-7，図-8に示される水面比高

図として相対的な洗堀・堆積箇所を把握した． 

 

(2) 側方侵食に対する安全性照査 

図-9のように，堤防防護ラインと高水敷幅の関係から，

連続的に側方侵食に対する安全性を評価でき，これまで

確認できなかった測線間（定期縦横断測量は200m間

隔）で局所的に弱部となりうる地点等も把握することが

できる．照査基準としての堤防防護ラインの妥当性や護

岸等の設置範囲などを確認した上で評価を行う必要があ

る．本検討の対象範囲では，高水敷幅不足区間には既に

低水護岸が整備されており，新たな侵食対策（低水護岸

整備）は不要であることを確認した． 

 

(3) 低水護岸基礎の根入れ概略照査 

図-10のように，護岸設置範囲での現況河床高と基礎

天端高の目安である計画河床高-1m地点の高さ関係から，

河床高の方が小さい（計画河床高-1mのサーフェスが上

に表示される）範囲を確認することで概略的に既設護岸

の根入れ不足範囲を確認した．ただし，護岸の設置年

（計画河床高を用いた設計かどうか）や近年の河床変動

状況を踏まえて，評価を行う必要がある． 

 

４． 2時期のALB計測データを用いた低水護岸の予

防保全型維持管理 

 

図-11に本検討フローを示す．九頭竜川中上流域では2

時期のALB計測データが取得され，河床変動状況を面的

に把握することが可能であるため，河床洗堀や河岸侵食

の進行性に着目して，洗堀箇所に設置される低水護岸を

抽出・モデル化し，低水護岸基礎の根入れ深さの照査を

行った．また，周辺の現地状況や経年変化を踏まえ，対

象護岸の評価を行い，CIMモデルやRiMaDISを活用した

予防保全型維持管理手法を提案する．

 
 

 

 

 

 

図-7 水面比高図 横断イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 水面比高図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 現況高水敷幅の照査 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 護岸設置範囲における計画河床高と現況河床高の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 2時期のALB計測データを用いた低水護岸の予防保全

型維持管理 検討フロー 

▽ALB計測時水位 

・河床変動状況の把握
・低⽔護岸の設置範囲の確認

(1) 検討対象護岸の抽出

(2) 低⽔護岸の⼒学的照査

⾼⽔敷幅やRiMaDIS記録（現地状況）を踏まえ、
予防保全対策や今後のモニタリングを検討

＊河床が洗堀傾向にある地点
 の低⽔護岸を抽出、モデル化

・基礎天端⾼さと護岸前⾯の現況河床⾼を⽐較
（基礎⾼≧河床⾼の場合，護岸の安定性を要確認）

洗堀箇所 

堆積箇所 

高水敷幅不足区間 

(測線) 

(測線) 

計画河床高-1mサーフェス 

根入れ不足区間 

低水護岸設置区間 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 河床変動状況のコンター表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 照査対象護岸のモデル化 

 

(1) 河床変動状況を踏まえた照査対象護岸の抽出 

図-12に示されるように，令和2年に取得されたALB計

測データを基準に，平成28年のデータとの標高差分コン

ター（洗堀(－)：青，堆積(＋)：赤）で着色した3次元点

群データを作成し，九頭竜川中上流部全体の河床変動状

況を面的に把握した．また，前述の高水敷幅の検証と合

わせて確認し，高水敷幅の不足区間における平成28年か

ら令和2年にかけての河岸侵食の進行性を確認した． 

作成した河床変動状況のコンターから，検討範囲での

河床の変動量を把握し，相対的に顕著な洗堀が確認され

る箇所として1.5m以上洗堀している地点を抽出した．こ

れに加えて，モデルに反映した工事履歴（平面図）から

既設護岸の設置範囲を確認し，洗堀箇所に設置されてい

る低水護岸2箇所を基礎根入れ深さの照査対象護岸とし

て抽出した． 

 

(2) 低水護岸基礎の安定性照査 

(1)で抽出した2箇所の低水護岸について，それぞれ照

査対象護岸①，②とし，既往の2次元図面（平面線形，

縦断高さ，標準断面図）から座標値を有する3次元モデ

ルを作成し，CIMモデルへ反映した．本検討では，護岸

前面の河床高と低水護岸の基礎天端高の高さ関係から，

前者の方が低い場合に護岸の安定性に懸念があるものと

して評価を行うため，必要最低限の検討モデルとして，

図-13に示すように低水護岸の天端法肩から基礎天端お

よび護岸基礎前面の根固めブロック下面のみをサーフェ

スモデルとして作成した． 

図-14，図-15，図-16，図-17に照査対象護岸①，②の

照査結果として，護岸周辺のCIMのイメージおよび横断

図を示す．なお，横断図は護岸前面で最も河床が低く， 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 照査対象護岸① CIMイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 照査対象護岸① CIMモデルから抽出した横断図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 検討対象護岸② CIMイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

図-17 検討対象護岸② CIMモデルから抽出した横断図 

 

深掘れしている位置でCIMモデルから横断面を作成し，

2時期の河床高，H.W.L.，計画河床高，堤防防護ライン，

低水護岸，根固めブロックモデルを抽出した． 

照査対象護岸①について，護岸前面の河床高が基礎天

端高より約3.0m低く，さらに平成28年から令和2年にか

けて側方侵食が約25m進行し，護岸基礎部まで約14mで

あることから，同ペースで侵食が進行した場合，護岸の

安定性に支障が生じる恐れがある．なお，護岸から堤防

防護ラインまでの距離は約16m確保されている． 

照査対象護岸②について，護岸前面の河床高が基礎天

端高より約4.7m小さく，平成28年から令和2年にかけて，

約6.8mの側方侵食が生じている．令和2年の河床状況か

ら護岸前面の根固めブロックの底部が洗堀されている状

況が確認され，護岸から堤防防護ラインまでの距離は約

5mと直近4年の侵食幅より小さいため，基礎部の洗堀が 

R2ALB計測データ 

H28ALB計測データ 

R2ALB計測データ 

H28ALB計測データ 

低水護岸モデル化対象 

根固め工モデル化対象 

（計画河床高） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18 照査対象護岸① 護岸前面洗堀時の状況 

（平成30年7月24日 RiMaDIS巡視記録より） 

 

進行し，護岸が損傷・崩落した場合には側方侵食に対す

る安全性に懸念が生じることを確認した． 

 

(3) RiMaDISの変状記録および現地状況を踏まえた評価 

(2)の検討から照査対象護岸①，②とも，護岸前面の

河床が護岸基礎天端高より低下し，護岸の安定性に懸念

があることを示した．ここでは，RiMaDISに登録されて

いる変状の状況写真や現地調査結果より過去から現在に

至る現地状況を確認し，低水護岸の評価および今後の対

応を検討した． 

照査対象護岸①について，RiMaDISの変状記録から平

成30年7月24日の記録（図-18）において，低水護岸前面

で洗堀が生じ，その後，令和1年8月27日の記録（図-

19）で洗堀・侵食対策として巨石連節ブロックの設置が

確認されている．さらに，低水護岸の基礎前面には既設

の根固めブロックが設置されているため，急激に侵食や

洗堀が進行し，護岸の構造耐力に影響するような変状が

生じる恐れは小さいものと考えられる．また，2時期の

河床変動状況（図-20）から周辺では平成28年から令和2

年にかけて，澪筋が右岸側へ移動している様子が確認さ

れている．以上より，照査対象護岸①は当面の対策は不

要であるが，今後も河岸侵食の状況や上下流区間を含め

た河道の安定状況について，出水後を中心に巡視等で継

続的にモニタリングする必要があるものと評価した． 

照査対象護岸②について，RiMaDISの変状記録から令

和2年9月8日の記録（図-21，図-22）において，根固め

ブロックが移動・沈下し，背面土が露出している状況が

確認される．なお，作成したCIMモデルにおいても根固

めブロックの下面が洗堀されている（モデル上は根固め

ブロック部が河床から飛び出ている）状況から，現地状

況との整合性を確認した．また，現地調査結果（図-

23）より，低水護岸の法面や高水敷部に変状が確認され

ないため，現状，河床洗堀による護岸構造への影響は生

じていない．しかし，図-22のように根固めブロックの

背面土はすでに露出し，洗堀・侵食を受けやすい状況で

あるため，照査対象護岸②は顕著な出水時だけでなく，

堤防点検等を通して，低水護岸と根固めブロックの周辺

を年数回モニタリングし，今後進行性が確認された場合

は必要な予防保全策を検討することが望ましい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-19 照査対象護岸① 洗堀対策実施後の状況 

（令和1年8月27日 RiMaDIS巡視記録より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20 照査対象護岸① 周辺の河床変動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-21 照査対象護岸② 根固め工の沈下状況 遠景 

（令和2年9月8日 RiMaDIS巡視記録より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-22 照査対象護岸② 根固め工の沈下状況 近景 

（令和2年9月8日 RiMaDIS巡視記録より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-23 照査対象護岸② 低水護岸の状況 

（令和3年1月27日 現地調査結果） 

照査対象護岸① 

澪筋の移動 



 

 

５． まとめ 

 

本研究では，CIMモデルを用いた水面下を含む河道管

理の検討事例を示すことを目的に，CIMモデルによる現

況把握の手法や維持管理へ活用方法を示し，2時期の

ALB計測データおよびRiMaDISを活用した低水護岸の根

入れ深さに関する検討を行った．ALB計測データや既往

の2次元図面等を併用することで，河川巡視や堤防点検

等で目視確認できない水面下の河床洗堀，河岸侵食に対

する定量的な評価を行うことができ，ライフサイクルコ

スト低減に向けた予防保全型の維持管理を行うことが可

能となる． 

本研究における課題としては，①CIMモデル更新の必

要性，②既往図面等基礎情報の所有状況の違い，③シー

ムレスな環境構築の3点が挙げられる． 

①について，今後も定期横断測量として5年に1度程度

の頻度で河道のALB計測データが取得されるが，出水後

など河道が変化した場合にはCIMモデルの更新が必要と

なる．河道変化が懸念される場合には，短区間であれば

比較的簡易に実施できるグリーンレーザ搭載型UAVに

よる測量等により河道の3次元点群データを蓄積し，現

状に即したCIMモデルとして更新する必要がある． 

②について，本研究ではALB計測データだけでなく，

属性情報として複数データをCIMモデルに反映させ，検

討を行ったが，河川の規模や管理者によって，河道計画

の諸元や河川構造物の図面などの基礎情報の所有状況に

差異があるものと考えられ，一律に同じCIMモデルを作

成することは難しい．また，河道特性や対象河川が持つ

課題に応じて維持管理に必要な情報も異なるため，河川

毎に適切なCIMモデルを作成する必要がある． 

③について，整備が進められている3次元管内図も同

様であるが，現状CIMモデル作成に用いるソフトウェア

は多岐にわたり，モデルの確認に高価な専用ソフトの購

入が必要である場合も少なくない．今後，河川分野での

CIM活用を推進する上では，作成したCIMモデルをオー

プン利用可能なビューアーとして出力するなど，利用に

関する制限を取り除き，シームレスな環境を整える必要

がある．福井河川国道事務所においては，CIMモデルを

ソフトウェアのインストール不要なビューアーとして出

力・使用しており，全国的に各事務所で実施される横断

的連絡調整会議12)等での活用を図っている（図-24）． 

本研究におけるCIMモデルの使用データや作成方法，

検討手法は3次元管内図の整備等CIMの実務利用の参考

となれば幸いである．また，河川維持管理分野でのCIM

活用の推進に向け，今後も多様な河川で検討事例を蓄積

しながら，水中ドローンによる深部の点群取得やスマー

トフォン（LiDER）による簡易測量，AIによる変状の自

動判定などのほか新技術との併用，連携を図ることで更

なる高度化・省人化が期待される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-24 横断的連絡調整会議(WEB)でのCIMモデル活用 
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